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2
次
世
界
大
戦
の
敗
戦
か
ら
70
年
を

迎
え
た
。長
い
歳
月
は
社
会
保
障
諸
制

度
の
再
建
・
創
設
と
普
及
・
充
実
の
歩
み
で
も

あ
っ
た
。同
時
に
、そ
の
歴
史
が
次
の
時
代
の

社
会
保
障
の
あ
り
方
を
問
い
か
け
て
い
る
。

給
付
費
9
0
0
倍
、

G
D
P
比
８
倍

　

政
府
が
社
会
保
障
費
用
統
計
を
ま
と
め
始

め
た
1
9
5
0（
昭
和
25
）年
度
で
総
給
付
費

は
1
2
6
1
億
円（
50
年
度
は
G
D
P
統
計

な
し
）、翌
51
年
度
で
1
5
7
1
億
円
、国
内
総

生
産（
G
D
P
）比
2
・
87
％
に
す
ぎ
な
か
っ
た
。

そ
れ
が
最
新
の
2
0
1
2（
平
成
24
）年
度
で

は
1
0
8
・
6
兆
円
、同
22
・
97
％
に
達
し
た
。

　

貨
幣
価
値
は
激
変
し
た
も
の
の
、総
給
付
費

で
9
0
0
倍
近
い
。１
年
間
の
付
加
価
値
の
総

額
で
あ
る
G
D
P
に
占
め
る
総
給
付
費
の
割

合
で
は
約
８
倍
に
拡
大
し
た
。

　

年
代
ご
と
に
み
る
と
、や
は
り
1
9
6
1

年
度
の「
国
民
皆
保
険
」体
制
を
契
機
に
総
給

付
費
は
急
浮
上
を
始
め
、2
年
後
に
1
兆
円
時

代
に
入
る
。「
国
民
皆
年
金
」も
同
時
ス
タ
ー
ト

だ
っ
た
が
、長
期
の
保
険
料
納
付
を
条
件
と
す

る
だ
け
に
年
金
は
総
給
付
費
の
う
ち
20
％
台

に
長
ら
く
止
ま
っ
た
。

　

75
年
度
に
は
総
給
付
費
は
早
く
も
11
兆
円

超
へ
膨
ら
む
。79
年
度
で
21
兆
円
超
、82
年
度

で
30
兆
円
超
。そ
の
前
年
の
81
年
度
に
は
年
金

給
付
が
総
給
付
費
の
43
・
7
％
を
占
め
、医
療

給
付
の
41
・
8
％
を
上
回
っ
た
。そ
の
後
も
年

金
は
伸
び
続
け
て
89
年
度
に
は
シ
ェ
ア
50
％

を
超
え
た
。

　
「
年
金
5
対
医
療
4
対
福
祉
１
」の
配
分
が

定
着
し
て
い
く
。そ
れ
は
子
育
て
支
援
、失
業

対
策
、低
所
得
者
向
け
住
宅
政
策
な
ど
の
弱
さ

を
意
味
し
た
。

　

2
0
0
0
年
度
の
介
護
保
険
制
度
の
施
行

で
介
護
給
付
は「
福
祉
」に
分
類
さ
れ
た
。

　

年
金
52
・
7
％
、医
療
33
・
3
％
、福
祉
14
・

0
％
の
配
分
に
な
り
、次
第
に
現
在
の「
５
対

3
対
２
」へ
移
行
し
て
い
く
。

「
家
族
」や「
住
宅
」の
貧
し
さ

　

2
0
1
2
年
度
分
を
O
E
C
D（
経
済
協
力

開
発
機
構
）基
準
の「
社
会
支
出
」で
仕
分
け
す

る
と
、施
設
整
備
費
等
が
含
ま
れ
、総
給
付
費

は
1
1
2
・
7
兆
円
、G
D
P
比
23
・
86
％
と
、

ひ
と
回
り
大
き
く
な
る
。

　

対
G
D
P
比
で
イ
ギ
リ
ス（
23
・
53
％
）と

同
水
準
、ド
イ
ツ（
26
・
77
％
）、ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

（
27
・
58
％
）、フ
ラ
ン
ス（
31
・
36
％
）を
下
回
る

第

社会保障の拡充と
模索の歩み

戦後70年
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（
他
国
は
11
年
統
計
）。近
年
、こ
の
差
は
縮
ま
っ

た
が
、分
母
で
あ
る
日
本
の
G
D
P
が
不
況
で

横
ば
い
状
態
に
あ
る
の
も
要
因
だ
。

　

政
策
分
野
別
で
は
、
年
金
や
介
護
の「
高

齢
」が
総
給
付
費
の
47
・
6
％（
G
D
P
比
11
・

35
％
）を
占
め
、次
い
で
医
療
サ
ー
ビ
ス
の「
保

健
」32
・
7
％（
同
7
・
80
％
）、遺
族
年
金
等
の

「
遺
族
」6
・
0
％（
同
1
・
44
％
）、児
童
手
当
や

保
育
等
の「
家
族
」5
・
5
％（
同
1
・
32
％
）の

順
で
あ
る
。

　
「
高
齢
」と「
家
族
」に
絞
っ
て
G
D
P
比
で

み
る
と
、フ
ラ
ン
ス
は「
高
齢
」で
12
・
52
％
、

「
家
族
」で
2
・
94
％
と
い
ず
れ
も「
高
福
祉
」を

維
持
す
る
。ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
は
9
・
40
％
と
3
・

64
％
で
家
族
支
援
が
手
厚
い
。イ
ギ
リ
ス
も

6
・
76
％
と
3
・
97
％
で
同
じ
傾
向
が
う
か
が

え
る
。ド
イ
ツ
は
8
・
56
％
と
2
・
24
％
で
バ
ラ

ン
ス
重
視
か
。

　

や
は
り
日
本
の「
家
族
」支
援
の
G
D
P
比

1
・
32
％
は
際
立
っ
て
低
い
。ま
た
、公
的
住

宅
や
家
賃
補
助
の「
住
宅
」も
、わ
ず
か
同
0
・

12
％
に
す
ぎ
な
い
。

「
平
和
」と「
豊
か
さ
」の
証

　

G
D
P
が
ピ
ー
ク
に
達
し
た
の
は
1
9
9
7

年
度
の
5
2
1
・
3
兆
円
だ
っ
た
。そ
の
後
は
低

迷
し
、5
0
0
兆
円
前
後
で
浮
き
沈
み
し
な
が

ら
2
0
1
2
年
度
は
4
7
2
・
6
兆
円
で
あ
る
。

　

逆
に
社
会
保
障
の
総
給
付
費
は
1
9
9
7

年
度
で
ほ
ぼ
70
兆
円
、2
0
0
1
年
度
に
81
兆

円
超
、2
0
0
6
年
度
で
90
兆
円
超
と
右
肩
上

が
り
を
続
け
、2
0
0
9
年
度
に
は
、つ
い
に

1
0
0
兆
円
の
大
台
に
乗
っ
た（
表
参
照
）。

　

そ
の
間
、財
源
は
ど
う
ま
か
な
っ
た
の
か
。

　

1
9
9
7
年
度
で
主
要
財
源
の
社
会
保
険

の
被
保
険
者
拠
出
は
総
額
の
29
・
6
％
、事
業

主
拠
出
は
32
・
2
％
、社
会
保
険
へ
の
補
助
を

含
む
公
費
負
担
24
・
4
％（
残
り
は
年
金
運
用

等
の
資
産
収
入
、積
立
金
取
り
崩
し
等
）。

　

2
0
1
2
年
度
に
な
る
と
、被
保
険
者
拠
出

■
宮
武  

剛
（
み
や
た
け
・
ご
う
）

毎
日
新
聞
社
・
論
説
副
委
員
長
、埼
玉
県
立
大
学
、目
白
大
学
の
教
授
を
経

て
、目
白
大
学
生
涯
福
祉
研
究
科
・
客
員
教
授
。厚
生
労
働
省「
社
会
保
険

審
議
会
」委
員
、財
務
省「
財
政
制
度
等
審
議
会
」委
員
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ「
福
祉

フ
ォ
ー
ラ
ム
・
ジ
ャ
パ
ン
」会
長
も
務
め
る
。

25
・
4
％
、事
業
主
拠
出
23
・
0
％
の
比
率
に
下

が
っ
た
。公
費
負
担
だ
け
は
33
・
5
％
と
9
ポ

イ
ン
ト
引
き
上
げ
ら
れ
、実
額
で
も
21
・
6
兆

円
か
ら
42
・
5
兆
円
へ
ほ
ぼ
倍
増
し
た
。

　

保
険
料
も
租
税
も
結
局
は
国
民
・
企
業
・
団

体
の
負
担
だ
が
、社
会
保
険
を
主
軸
に
す
る
だ

け
に
、公
費
頼
み
で
は
な
く
、負
担
と
給
付
の

緊
張
関
係
を
ど
う
取
り
戻
す
の
か
。

　

各
分
野
で
の
放
漫
財
政
や
税
の
無
駄
遣
い

と
相
ま
っ
て
、国
の
借
金
1
0
0
0
兆
円
の“
サ

ラ
金
地
獄
”に
陥
っ
た
。そ
の
ツ
ケ
を
背
負
う

若
い
世
代
の
信
頼
を
得
る
た
め
に
も
子
育
て

支
援
、低
廉
な
住
宅
供
給
、職
業
訓
練
等
の
飛

躍
的
な
拡
充
策
が
不
可
欠
だ
。

　

2
0
1
2
年
度
は
戦
争
犠
牲
者
向
け
に

6
3
8
8
億
円
が
支
出
さ
れ
た（
旧
軍
人
遺
族

恩
給
、中
国
残
留
邦
人
支
援
な
ど
）。戦
後
70
年

を
経
過
し
て
も
、な
お
戦
争
の
傷
跡
は
残
る
の

だ
。

　

戦
後
の「
民
主
主
義
」こ
そ
社
会
保
障
の
生

み
の
親
で
、「
平
和
と
豊
か
さ
」が
育
て
の
親
で

あ
る
こ
と
も
若
い
世
代
に
伝
え
た
い
。

（
統
計
数
値
は
国
立
社
会
保
障・人
口
問
題
研
究
所
調
べ
）

1951 1571億円  2.87％  5兆4815億円
1991 50兆1303億円  10.58％  473兆6076億円
1994 60兆4609億円  12.20％  495兆6122億円
1997 69兆4016億円  13.31%  521兆2954億円
2001 81兆4112億円  16.23%  501兆7106億円
2006 90兆3078億円  17.74%  509兆1063億円
2009 101兆1117億円  21.33％  473兆9339億円
2012 108兆5568億円  22.97％  472兆5965億円

年 度 総給付費 GDP比 国内総生産（GDP）

近年の社会保障給付費とGDPの推移


